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８ これについては人口移動の効果はなかったとする先行研究もある。Barro, R, J. and Sala-i-Martin, "Regional
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1970年 1985年 2000年 
 
標準化係数 
0.719
 
t値 
**6.865
 
標準化係数 
0.432
 
t値 
**3.217
 
標準化係数 
0.267
 
t値 
+1.855
の結果であるというような極論を主張するのでなければ，何が消費者利益となるのかはにわか
には決しがたい。なぜならば，消費者は，企業間競争によって将来生ずる小売店の立地パター
ンが，どのような形で自分たちの効用に跳ね返ってくるのかに関して，正確に予測できるわけ
でもなく，予測のための十分な情報が与えられているわけでもないからである12。
そのために必要とされるのは，中小小売店保護色の濃厚な規制ではない13。極端に巨大な商
圏を持たないくらいの規模の小売店の集積が一定間隔で存在し，地域内，地域間において競争
が常に持続するような状況である。このために，ある程度の都市計画や規制は必要であるかも
知れないが，それは既存企業の保護のためではなく，ひとまとまりの空間内における競争の持
続のためである14。もっとも以上のような主張を操作可能な理論として展開し，具体的な政策
に結実させることは容易ではなく，今後の課題である15。
次に，低所得地域の地域開発政策について検討してみよう。大都市圏での，地域コミュニテ
ィの崩壊，既存商店街の衰退と類似の現象は，旧市街地から郊外への人口移動に伴って，地方
の中核的都市でも生じている。しかし，地方県において，それ以上に問題なのは，より小さな
都市や農村的地域を対象とした地域開発政策である。1980年代以降のデータによれば，低所
得県であればあるほど，県内所得格差が大きい傾向がある（表3）16。これは，日本全体のサ
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11 200メートル四方の正方形を2つ並べた長方形をひとまとまりの地域と考え，2つの正方形の中心に商店があ
る場合と，長方形の中心に1つの商店がある場合を比較してみよう。土地が10メートル四方で区画され，各
土地に1人の人が住んでおり，街路はすべて格子状に整備されているものとする。このとき，買い物に行く
ときに人が歩く距離をすべての人について合計すると，2つの商店がある場合，89200メートルとなる。一
方，1つの商店しかないときには，133300メートルとなり，49.4%増加する。一般的には，距離が遠くなる
ほど，移動コストは逓増すると考えられるので，移動コストがもし距離の2乗に比例するとすれば，増加率
は126.4%にもなる。ただし，2つの商店のときには駐車場はないが，1つの商店のときには駐車場がある場
合には，マイカー所有率が上昇すれば，1つの商店のときの方が，移動コストが低下する場合もあり得る。
しかし，車の利用に困難を感じる人も多く，また子育て中の家族など移動距離のコスト感がきわめて高い
人々も存在する。移動距離に伴うコストは居住地の効用を考える際にきわめて重要である。
12 競争の結果，スーパーマーケットの独占が成立するのであれば，アクセス・コストも含め，消費者がスーパー
マーケットを合理的に選択したからであると解釈することもできそうである。しかし，将来，競争がなくなる
ことに伴うコスト（アクセス・コストの増加なども含む）まで含めて消費者が合理的に選択するとは想定しづ
らく，またたとえそのコストを認識したとしても，だからといってスーパーマーケットで商品を買わないと決
断するほどの強い私的動機はあまりないであろう。したがって，スーパーマーケットの独占的勝利は，静学的
な私的最適化の結果であるとしても，社会的最適化ないし動学的最適化の結果でないかも知れない。
13 かつての大店法は，短期的に市街地の中小小売店の保護に貢献した可能性はある。しかし，結果的に，規制
を外れた郊外への大型店進出，チェーン型コンビニエンスストアの発展などをもたらし，旧来の中小小売店
の衰退へとつながった。大店法の影響に典型的に現れているように，規制は自由競争を抑制するものではな
く，競争の方向性を変えるのである。したがって，規制を導入する際，規制によってどのような競争が生ず
るのかを十分に検討する必要があろう。
14 大都市内既成市街地などにおいて，土地所有権が細分化され複雑に入り組んでしまった場所がある。そのよ
うな歴史的空間条件に制約された結果，中小小売店が活発な競争をしながら集客力を維持しているような地
域がいくつか存在する。こうした地域の発展メカニズムの検証も，地域開発政策を考察する際に貴重な示唆
を与えるであろう。このほか，最近の注目すべきまちづくりの事例に関して，中沢孝夫『変わる商店街』岩
波書店，2001年。
15 たとえば，多数の消費者と多数の小売業者との間の協力解が均衡となるようなゲームが成立する状況を考え
る必要があろう。
16 それ以前については，まだ分析していないので不明である。
ービス経済化に伴い，サービス産業の集積する県内上位都市への所得，就業機会，人口の集中
が進んだ結果と見られる。サービス経済化が進めば，県内所得格差はますます拡大し，県内低
所得地域の人口流出も増大するであろう。この結果，全国人口純減時代において，過疎化問題
はますます深刻化することになる。このような人口流出地域において地域固着性の強い遊休資
源が発生するならば，そうした資源の活用を目標とする地域開発政策が強く求められるであろ
う。
困難な条件に取り巻かれている農村的な地域や人口数万レベルの地方都市において，どのよ
うな開発政策が実行可能であるのか，明確な結論を出すことは難しい。本稿での検討だけから
は何らかのポジティブな提案をすることはできないが，効果の薄い開発政策を否定することで，
抽象的な方向性を示すことくらいはできるかも知れない。すなわち，かつての新産業都市，テ
クノポリス建設やリゾート開発のような全国一律の地域開発政策はほとんど効果を持たないか
ら避けるべきであるということである。それらは結局のところ同質的な地域間競争をもたらし
ただけで地域の魅力を高めることにはつながらなかったし，環境破壊をはじめとする外部不経
済をもたらしたからである。第2節での検討をもとに表現するならば，地域固着性の強い固有
の人的・物的資源の活用という観点からして，合理的でないような資本流出入のコントロール
が行われ続けてきたということになろう。すなわち，資本流出入コントロールのコストが過大
であり効率性が失われたか，あるいは地域の遊休資源の活用方法に関して十分に吟味されない
ままやみくもに資本流出入のコントロールが行われたものと推測される。そのような政策が実
施された理由は，第1節で提示した仮説によれば，一国全体の成長率極大化政策と地域開発政
策とが融合し，地域開発政策の目的が十分検討されなかったことにある。
地域居住者はきわめて多様であり，地域固着性の強い人的・物的資源の活用の仕方にはさま
ざまな可能性が考えられる。地域開発政策は，そのような可能性を十分に吟味した上で立案さ
れるべきだということになるだろう。近年，地方分権と市町村合併によって，地方公共団体の
財政基盤の拡充が目指されているので，それが実現すれば，地方圏の地域開発の可能性は広が
るのかも知れない。しかし，他方で，各地であまりにも巨大な自治体が出現している。このよ
うな状況の中で，地域の細かな事情に合わせた開発政策をいかに立案していくか。合併した巨
大自治体内での自治と調整が求められているのである。
おわりに
本稿では，戦後日本の地域開発政策の評価，地域開発政策を必要とする理由，戦後日本の地
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戦後日本の地域経済（石井）
出所：『県民経済計算年報』，東洋経済新報社 
　　　『地域経済総覧』 
注：一人あたり県内総生産で，都道府県内都市の 
　　一人あたり所得の変動係数を回帰した結果。 
　　**は1%，*は5%有意。都市の数は，1985年 
　　652，2000年663。 
表３　一人あたり県内総生産と県内所得格差 
1985年 2000年 
 
標準化係数 
-0.374
 
t値 
**-2.704
 
標準化係数 
-0.310
 
t値 
*-2.191
域間所得格差と人口移動の動向について検討し，合理的な地域開発政策について考察する際の
留意点を導き出してきた。最後に簡単にまとめておこう。
地域開発政策が必要とされる基本的条件は，経済成長とともに地域間の転出入コストは低下
するが，低下度合いは居住者によって異なり，転出入コストの高い居住者が存在するというこ
とである。そうした条件のもとで，生産要素市場における価格調整が十分に働かなければ，地
域固着性の強い固有の人的・物的資源が遊休化するので，それを活用するために地域開発政策
が必要とされる。また，地域空間は同質的でなく，空間利用には外部効果が生じやすい。した
がって，都市計画などにより，居住者の利益を損なわないように，地域空間の適切な利用体系
を構築する必要が生ずる。ただし，計画を立案する際，自由競争が持続するような環境整備が
必要とされる。
戦後日本の地域開発政策の検討と，所得格差および人口移動に関するデータ分析から，戦後
日本の地域開発政策が十分な効果をあげなかったことを指摘した。その理由として，地域開発
政策の目的が適切に定められず，成長率極大化政策と政治的に融合させられたため，どのよう
な地域固有の人的・物的資源が存在するかについて十分に吟味されないまま，やみくもに資本
流出入をコントロールする政策が実施されたからではないかとの仮説を提示した。
所得格差および人口移動のデータから，高所得地域への人口流入だけでなく，高所得地域内
での人口移動が相対的に増大してきたことを指摘した。
本稿で指摘した論点を展開し，理論的により深めるとともに，地域経済政策に関する歴史的
な実証研究を進め，最終的に具体的な政策へと練り上げることが今後の課題である。
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